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第 2 節 侵害者への (停止を求める )警告状  

 (知的財産とは直接関係ないが)法律で定める限られた一連の状況を除き、警告状は非公式

なものであり、これによりなんらかの権利が付与されることはなく、また、何らかの行為を

求め、受取人に法的義務を負わせることもできない。他の多くの国々の場合と同様、ロシア

における警告状は、自分の行為が知的財産権を侵害していることを当事者に伝え、当該侵害

活動を自主的に停止するようその者に促すために使われる。その提案に従うかどうかは、侵

害者に委ねられている。通常の場合、侵害者が故意ではない(すなわち、知的財産につき、侵

害者が、先行して登録された対象が存在することを知らなかった)場合、また、侵害者が、法

的な制裁を受ける可能性に不安を感ずるか、単純に民事／行政／刑事事件となることを避け

たい場合には、侵害活動を停止することになる。 

 したがって、警告状は、小規模な侵害者に対処する上で、民事／行政／刑事訴訟よりも迅

速、安価かつ効果的な方法である。さらに、知的財産権を主張する正式な根拠がないか、又

はこれを主張し得ない場合において、警告状は、侵害をやめさせる唯一のチャンスとなり得

る。 

 さらに、警告状の配達が確認されているにもかかわらず、返信がなかった場合、その事実

は、侵害が偶発的なものではなく、意図的である証拠となし得る。 

 警告状は非公式なものであるため、その書式に関する要件は存在しない。しかしながら、

これまでの実務慣行に従えば、このような書状は、(該当する場合には)自社のレターヘッド

を使った平明な文体のものとし、(弁護士である必要はないものの)権限を有する者がこれに

署名する必要がある。社印、公証又は公認は必要とされない。 

 警告状は、電子メール、郵便、ファックス等、様々な方法で送付してよい。その書状が実

際に配達され、侵害者がこれを読んだことが唯一の基準になる。 

 その内容について言えば、基本的には、侵害活動をやめるか、公的な制裁を受けるかとい

う二つに一つであることを侵害者に伝えることが主な目的である。したがって、次に掲げる

ポイントを書状に記載する必要がある。 

 ① 所有者、そして所有者の知的財産の対象について明らかにすること：  

例えば、「当『XXX』社は、ロシアにおける『gravipin』装置に関する特許第 123456789 

号の所有者です(・・・に添付した登録証を参照ください)」等。 

 



180 

 

 ② 侵害の主張。知的財産の対象がどう侵害されているかを正確に記載すること：  

「当社は、特許第 123456789 号の対象である『gravipin』装置が、御社の 2010 年に 

製造した『gravicars』、具体的には型式 KU-2 及び KU-3 に使われていることを知りま 

した。その一方で、当社は、いかなる方法であれ、『gravipin』装置の実施を御社に許 

諾していないため、御社は、『gravipin』装置を『gravicars』に実施することで、特許 

第 123456789 号の対象となっている発明に対する当社の排他的権利を侵害していま 

す」等。 

 ③ 侵害活動を自主的にやめるよう促し、対応する期限を設定すること： 「当社は、特許 

第 123456789 号の対象となっている『gravipin』の実施を 2012 年 2 月 13 日までに自 

主的に停止し、以後、これを一切実施しないよう御社に要求します。この条件がかなえ 

られれば、当社は、御社に対する訴訟を提起しないものとします(必須ではないものの、 

善意であることを示す)」等。回答期限を計算する場合には、配達に要する時間も考慮 

する必要がある。 

 ④ 任意であるが、侵害者に対する訴訟を裁判所に提起する用意があることを記載してもよ 

い：  

「さもなければ、当社の権利を執行するために、裁判所に訴えることになります。その 

場合には、御社の操業が中止され、罰金又は禁固に処される可能性があります」等。 

 警告状は、公式ではないものの、いかなる場合も、これに不正確又は誤った情報を記載し

てはならない。このような情報は、送り手を不利にする材料として容易に利用され得るから

である。 

 また、該当するロシア法の条文を引用することで、警告状のすべての記載を根拠づける必

要があることは言うまでもない。 
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